
1

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　介護保険事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 312 施策 暮らしを支える支援体制の充実

市民ニーズ、社会的役割

・近年、生活相談や家事援助の件数が増加傾向にある中で、サービス内容の
質の確保や、より効果的かつ効率的な事業運営が課題である。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
シルバーハウジング生活

援助員派遣事業
高齢福祉室

シルバーハウジングの入居者に対して、相談、助言、安否確認等を
行う生活援助員を派遣する事業

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

14,769
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・高齢者から乳幼児までの市民が気軽に利用することで世代間交流の場とな
り、高齢者が集う場として閉じこもり対策に寄与している。第7期吹田健やか年
輪プランでは、令和２年度までに12か所のふれあい交流サロンを設置すること
を目標とし、平成30年度に２か所新たに設置したが、現状では６か所であり、
市民ニーズに応えるためには、まだ設置数が足りていない。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

②
ふれあい交流サロン介護

予防事業
高齢福祉室

高齢者と世代が異なる市民が気軽にふれあい、交流できる場を設け
る団体に補助金を交付

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

4,778
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・令和元年度から全地域が委託型センターになり、市は基幹型センターとしての役割が

中心となるが、相談件数や、地域性の違いなどによる各センター間の対応格差の解消
や、委託型センター職員の業務の質向上に対して、どのように取り組んでいくかが課題
と捉えている。
・高齢者人口の増加等による委託型センター職員の業務量の増加への対応について検
討が必要。

平成 30 年度

継続

実施区分

③
委託型地域包括支援セン

ター事業
高齢福祉室

地域住民の保健・医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援するこ
とを目的として地域において包括的支援事業等を一体的に実施する
役割を担う中核機関として委託型地域包括支援センターを設置する。

事業全体が法定
事務

（千円）

266,441
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・登録者数と比較して活動者数が少ない現状については、改善の余地がある。登録者

に対し、活動する施設とのマッチングを積極的に行い、登録者がサポーター活動をしや
すい環境を整える必要がある。
・介護支援サポーターの活動場所の拡大やサポーターと活動場所のマッチングを積極
的に行い、元気高齢者の社会参加のひとつである当事業の魅力や効果を広く発信し、
自立した暮らしの実現に向けた支援の充実につなげていく。

平成 30 年度

継続

実施区分

④ 介護支援サポーター事業 高齢福祉室
養成研修を受講し、市に登録した高齢者が、介護保険施設や病院にお
いて介護支援サポーター活動に参加することで、自身の社会参加と健康
増進を図り、介護予防を推進する。活動に応じてポイントを付与。

事業全体が法定
事務

（千円）

2,955
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・高齢者の増加に伴い、高齢者安心・自信サポート事業の内容を、持続可能な
制度となるよう、引き続き再編・改正していく必要がある。
・高齢者の多様な生活ニーズに対応できるサービス構成を検討している。

平成 30 年度

拡充

実施区分

⑤
介護予防・生活支援サー

ビス事業
高齢福祉室

要支援者・基本チェックリスト該当者が利用する介護予防・生活支援
サービス（高齢者安心・自信サポート事業）を提供する事業者に対し、
訪問型と通所型のサービス費用を給付する。

事業全体が法定
事務

（千円）

866,492
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・高齢者の自立支援の観点をより包含した介護予防ケアマネジメントの作成を目的とし、

専門職等で構成される自立支援型ケアマネジメント会議でマネジメント内容のモニタリン
グ等を実施している。
・高齢者の自立支援に必要な身体機能の向上と改善に向けて、訪問型短期集中サ
ポートサービス等の担当を居宅介護支援事業所に拡大し、自立支援に向けた規範的統
合を図ることを検討している。

平成 30 年度

拡充

実施区分

⑥
介護予防ケアマネジメント

事業
高齢福祉室

要支援者・基本チェックリスト該当者が利用する介護予防・生活支援
サービス（高齢者安心・自信サポート事業）を利用した際の、介護予
防ケアマネジメント支援の費用を給付する。

事業全体が法定
事務

（千円）

113,567
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課

一般事務事業 高齢福祉室

事業名 所管室課 事業名



2

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　介護保険事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 312 施策 暮らしを支える支援体制の充実

市民ニーズ、社会的役割
・　フレイル対策と合わせた効果的・効率的な教室・講演会の運営体制が必要。
・　事業の実施体制を見直し、無関心層を含めて広く高齢者に周知することができる体
制整備を行う必要がある。
・　介護予防に携わる保健師・訓練職の人員体制を見直し、委託可能な事業の検討が
必要。

平成 30 年度

拡充

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 介護予防普及啓発事業 高齢福祉室
介護予防の普及啓発を目的とした教室・講演会の開催、ひろばde体
操等を行う。介護予防に取り組む高齢者を増やすことで健康寿命の
延伸を図り、介護保険制度等の持続可能性を高める。

事業全体が法定
事務

（千円）

9,987
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・国の実施要綱には任意事業としての廃止・縮小に向けて具体方策を検討し
ていることが事業実施の条件とされているため、本事業の利用者については、
要件を厳しく規定しており、継続して内容の確認や検討も実施している。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ 介護用品支給事業 高齢福祉室
要介護４・５の認定を受けた高齢者を居宅において介護している家族
に対し、紙おむつ又は尿とりパット代として１か月6,250円の給付券を
発行する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

5,312
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本事業では、主に地域住民が運営する８団体に対し、運営費等の補助を行っている。実施団体にお
いては、スタッフの高齢化が進んでおり、人員不足等、体制的に厳しいところもある。このため、他の
事業（介護支援サポーター事業等）との連携も含め、事業運営のサポート等について検討を行う必要
がある。また、現在、大阪府及び府内自治体で構成する「街かどデイハウス事業あり方検討会」にお
いて、情報共有や意見交換を行っているところであり、ここでの検討結果も踏まえ、今後の事業の方
向性やあり方を検討していく。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑨
街かどデイハウス介護予

防事業
高齢福祉室

日常生活上の支援や介護予防を必要とするおおむね６５歳以上の高齢
者を対象に、家庭的な雰囲気の通所施設で、食事や健康チェック、レクリ
エーション等を実施する団体等に対し運営費等を助成する。

事業全体が法定
事務

（千円）

14,205
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・周知啓発の方法の１つとして、民生・児童委員に協力を依頼している。年1
回、民生・児童委員に配布者名簿を渡しているが、延配布者が10,000人を超
え、手作業による管理に限界があり、システム化が必要である。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑩
救急医療情報キット配布

事業
高齢福祉室

おおむね６５歳以上のひとり暮らし高齢者等を対象に、万一の緊急時
の備えとして救急医療情報キットの配布を行う。

事業全体が法定
事務

（千円）

15
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本事業の事業規模については高齢者安心・自信サポート事業の事業内容、
事業規模が基礎となるため、高齢者の増加に伴い、高齢者安心・自信サポー
ト事業の事業内容を再編・改正していく必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑪
高額医療合算介護予防

サービス費相当事業
高齢福祉室

医療保険各制度の世帯内で1年間（毎年8月1日から7月31日）の医療
保険と総合事業との自己負担合計額が上限を超えた場合、その超え
た額を給付する。

事業全体が法定
事務

（千円）

75
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・本事業の事業規模については高齢者安心・自信サポート事業の事業内容、
事業規模が基礎となるため、高齢者の増加に伴い、高齢者安心・自信サポー
ト事業の事業内容を再編・改正していく必要がある。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑫
高額介護予防サービス費

相当事業
高齢福祉室

介護予防・生活支援サービス（高齢者安心・自信サポート事業の訪問
型及び通所型サービス）利用者が支払った1割、2割または3割負担額
が世帯合計で上限額を超えた場合に、給付する。

事業全体が法定
事務

（千円）

1,589
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名



3

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　介護保険事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 312 施策 暮らしを支える支援体制の充実

市民ニーズ、社会的役割

・年々、相談件数が増加しており、年間約550件である。
・より利便性の高い事業とするため、市民への周知・啓発を継続して行っていく
必要がある。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑬
高齢者・介護家族電話相

談事業
高齢福祉室

地域包括支援センターの相談時間外となる時間に、高齢者や家族か
らの、介護・健康・医療等に関する電話相談をフリーダイヤルで受け
付けることで、きめ細かな相談体制の構築を図る。

事業全体が法定
事務

（千円）

5,964
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・医療・介護サービス情報検索システムの改修については、当方が希望している機能追加が、 システ
ムのバージョンアップ（令和３年４月開始）に該当する機能なのか現段階では不明。府内外で同システ
ムを導入している市町村が増えていることから、同様の機能追加が盛り込まれる可能性があるが、機
能追加されない場合はカスタマイズ対応するための改修費用が必要。
・医療と介護連携のルールづくりや市民への在宅療養に関する周知啓発等、経年的な取組が必要で
ある。

平成 30 年度

拡充

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑭
在宅医療・介護連携推進

事業
高齢福祉室

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分ら
しい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介
護サービスを一体的に提供するため、連携の推進を図る。

事業全体が法定
事務

（千円）

5,197
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・介護予防活動を週１回以上継続する自主グループについて、２０２５年３７５
グループを目標として地域展開し、年２回の市訓練職による支援を行っている
が、グループ数の増加に伴う人員不足が課題。効率的な支援の在り方や、一
部委託等の検討が必要。

平成 30 年度

拡充

実施区分

⑮
住民主体の介護予防活動

支援事業
高齢福祉室

介護予防活動を地域に展開するため、いきいき百歳体操や吹田市オ
リジナル介護予防体操を推進し、住民主体の通いの場を支援し、地
域での介護予防及啓発を担う介護予防推進員を養成・支援する。

事業全体が法定
事務

（千円）

152
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

継続

実施区分

⑯ 審査支払手数料事業 高齢福祉室
市が提出する給付管理票や受給者台帳と、サービス事業所が請求を
行う介護予防・生活支援サービス事業（高齢者安心・自信サポート事
業）請求書との審査業務を行う大阪府国保連へ手数料を支払う。

事業全体が法定
事務

（千円）

3,056
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・成年後見制度の利用者の増加に伴い、事業費が拡大している状況が続いている。
・市長申立についてのみ、請求費助成を受ける場合に要綱に規定する申請期間では実
質の事務が間に合わない事例が発生する可能性があるため、改正を行う必要がある。
・資力が乏しい場合でも安心して成年後見制度を利用することで、地域での生活をでき
るだけ長く継続することができる。

平成 30 年度

継続

実施区分

⑰
成年後見制度利用支援事

業
高齢福祉室

認知症高齢者等に対して、成年後見等開始の審判申立に係る費用
等を助成することで、成年後見制度の利用を支援し、その者の意思を
尊重し、権利擁護を図る。

事業の一部が法
定事務

（千円）

7,635
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・すいたの年輪ネットを基盤として、「助け愛隊」（ボランティアを養成し、ちょっとした生活支援の助け合

いの実施）や「地域元気アップ講座」（アクティブシニアの社会参加を促進する講座）などの取組を創
出。
・小さな地域単位での住民同士の地域づくり（助け合い）の機運を支援し、地域住民が高齢者支援を
わがこととしてとらえるきっかけづくりを拡げている。
・市域全体において同時に複数の地域で、地域づくりが始まっており、地域型の生活支援コーディネー
ターによる細やかな地域支援の体制が必要である。

平成 30 年度

拡充

実施区分

⑱ 生活支援体制整備事業 高齢福祉室
「吹田市高齢者生活支援体制整備協議会」を設置し、地域課題や資
源の把握、地域における多様な生活支援サービスの創出、展開を推
進する。広域型生活支援コーディネーター1名を配置する。

事業全体が法定
事務

（千円）

10,976
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名



4

□
□ 有効性
■ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　介護保険事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 312 施策 暮らしを支える支援体制の充実

市民ニーズ、社会的役割 ・地域包括ケアシステムの実現に向けた有効な会議体として、地域ケア会議のあり方に
ついて再編が必要である。
・地域ケア会議には、地域の課題抽出や地域のネットワークの構築等の機能を持つが、
効率的かつ効果的に行うには、生活支援体制整備事業と協働できる体制も検討する必
要がある。
・委員報償費が一部の有識者にしか支払えていないなど、現状が事業実態に見合って
いない。

平成 30 年度

拡充

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑲ 地域ケア会議開催事業 高齢福祉室
要援護高齢者等に、介護・保健・医療・福祉サービスを総合的に提供
するとともに、支援に関わる機関のネットワークを推進するための地
域ケア会議を開催する。

事業全体が法定
事務

（千円）

283
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・自立支援型ケアマネジメントを年２２回開催し、約９０事例を検討。事例検討
で出されたリハビリ専門職の意見等をケアマネジャーが他のケースに効果的
に活用できているか検証していく必要がある。
・効率的な自立支援型ケアマネジメント会議の運営及び、効果検証について検
討が必要。

平成 30 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑳
地域リハビリテーション活

動支援事業
高齢福祉室

要支援高齢者等が自立に近づくよう、リハビリテーション専門職など
を活かした自立支援に資する取組を推進し、介護予防を機能強化す
る。

事業全体が法定
事務

（千円）

1,194
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・地域包括支援センター業務が複雑化しており、協議会での報告事項が増加
している。
・効率的な会議運営を図るため、資料作成や報告内容についてわかりやすく
的確な内容となるよう工夫している。

平成 30 年度

継続

実施区分

㉑
地域包括支援センター運

営協議会運営事業
高齢福祉室

地域包括支援センターの公平性と中立性を総合的に確保し、円滑か
つ適正な運営を図るとともに、地域密着型サービスに係る事業者の
指定等について適切な運営の確保を目的とした協議会を運営する。

事業全体が法定
事務

（千円）

179
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・経年的な計画の元、養成することはできているが、テキスト購入費がない団
体が講座開催を見送る事例や規定のテキストを使用せずオレンジリングが配
布されなかった事例があった。第７期吹田市高齢者保健福祉 計画・介護保険
事業計画の重点取組であることを踏まえ、より市民が受講しやすい体制づくり
として、事業費（テキスト購入費）の確保が必要である。

平成 30 年度

継続

実施区分

㉒
認知症サポーター養成事

業
高齢福祉室

認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を見守り、支援
する「認知症サポーター」を養成し、市民の手によって、認知症になっ
ても安心して暮らせるまちづくりを目指す。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

231
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・今後、６５歳以上の人口が増加するとともに認知症高齢者の増加も見込まれ
るが、配置人員が1チーム（3人）であるため、迅速に対応できる体制をどう維
持するかが課題である。支援対象者は複数の課題をもつ「支援困難」なケース
も多く、地域包括支援センターも含めた関係機関との連携強化も必要である。
・令和2年度に（仮称）認知症総合支援事業選定等委員会を設置予定。

平成 30 年度

拡充

実施区分

㉓
認知症初期集中支援推進

事業
高齢福祉室

認知症になっても本人の意思が尊重され、住み慣れた地域のよい環境で暮ら
し続けるために、認知症の人やその家族に早期に関わる「認知症初期集中支
援チーム」を設置し、早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築する。

事業全体が法定
事務

（千円）

10,128
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・、認知症サポーター養成講座や地域の高齢者見守り事業者への登録勧奨等
に加えて、捜索模擬訓練を通じたネットワーク構築を行うため、自治会主導に
よる実施としているが、実施地域の選定を公募としているため、地域によって
取組に差がある。どのように市全域に事業を広めていくかが課題である。

平成 30 年度

継続

実施区分

㉔ 認知症地域サポート事業 高齢福祉室
地域での高齢者の見守り体制づくりに係る事業と連動させながら、徘
徊高齢者捜索模擬訓練等の具体的な取組を地域で実践し、市域全
体で認知症高齢者を見守り、支えていく具体的な仕組みをつくる。

事業全体が法定
事務

（千円）

112
※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名



5

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

■
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
■ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　施策番号900番、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などの評価対象外事業はこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　介護保険事業 5 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 平成３０年度

施策コード 312 施策 暮らしを支える支援体制の充実

市民ニーズ、社会的役割 ・今後、６５歳以上の人口が増加するとともに認知症高齢者の増加も見込まれ
るが、配置人員が1人であるため、推進員が交代した場合、構築してきたネット
ワークや関係機関との連携等をどう引き継ぐか課題。また、ネットワーク構築
や相談体制の強化といった取組は単年で成果を出すことは難しく、どう業務を
評価するのかも課題である。
・令和2年度に（仮称）認知症総合支援事業選定等委員会を設置予定。

平成 30 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

㉕
認知症地域支援・ケア向

上事業
高齢福祉室

医療機関や介護サービス及び地域の支援機関間の連携を図るための支
援や認知症の人等を支援する業務等を行う認知症地域支援推進員を配
置し、地域における支援体制の構築と認知症ケアの向上を図る。

事業全体が法定
事務

（千円）

6,819
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・認知症高齢者の増加により、登録数も増えている。警察に捜索依頼を行ったうえで、そ

の捜索を補完する事業であるが、行政を介する仕組みであるため、閉庁時には対応で
きず、FAXによる情報提供という手法で周知に時間もかかっており、事業の見直しが必
要である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・令和2
年度からIDステッカーとアプリケーションソフトウェアの導入を検討中。（導入にあたって
は、当該事業の拡充とするか、新規事業とするか検討を行っている。）

平成 30 年度

拡充

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

㉖
徘徊高齢者SOSネット

ワーク事業
高齢福祉室

認知症高齢者等が行方不明になった場合に備えて、警察や協力機
関と連携してネットワークの構築及び運用を図ることにより、徘徊高齢
者等の迅速な安全確保と、その家族の精神的負担の軽減を図る。

事業全体が法定
事務

（千円）

78
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・認知症高齢者の増加に伴い、本人の安全確保はもとより、家族の介護負担
の軽減が見込まれるため必要性は高く、また、代替となるサービスがないため
継続する必要がある。システムの端末を身に着けた状態で外出できる利用者
に限定されることが課題である。

平成 30 年度

継続

実施区分

㉗
徘徊高齢者家族支援サー

ビス事業
高齢福祉室

認知症高齢者等を介護している家族が、位置検索システムを活利用
して行方の分からなくなった高齢者の現在位置を調べることにより、
高齢者の迅速な安全確保につなげる。

事業全体が法定
事務

（千円）

645
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・平成31年4月に専門職を基幹型に集約したが、継続しての人員の確保が課
題である。

平成 30 年度

継続

実施区分

㉘ 包括的支援事業 高齢福祉室
基幹型地域包括支援センターとして委託型センターを取りまとめする
ことで迅速な後方支援を行い、全センターの活動実績を統計分析し、
本市の地域包括ケアシステム構築に向けての事業展開を促進する。

事業全体が法定
事務

（千円）

8,273
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 年度

実施区分

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

平成 30 年度

実施区分

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

包括的支援事業 亥の子谷地域保健福祉センター

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

包括的支援事業 千里NT地域保健福祉センター

所管室課

包括的支援事業 総合福祉会館

包括的支援事業 内本町地域保健福祉センター

事業名 所管室課 事業名


